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行政支出／その他 社会的排除関連支出 家族・児童給付 
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（注）オーストリア ベルギー キプロス チェコ
　　ドイツ デンマーク エストニア フィンランド
　　フランス ギリシャ ハンガリー アイルランド
　　イタリア リトアニア ルクセンブルグ ラトヴィア






































Hu Lu At Nl 
Dk Fi Se 
Cz 
貧
困
率（
％
） 
社会扶助受給者の純所得（対貧困ライン，％） 
（注）国名については図１０の注に同じ。
（出所）	


（２００８）２２８
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しかし，図11が示すように社会扶助給付額の水準の高さ（）は，必
ずしも低い貧困率をもたらすわけではない。上述したように，たとえ社会扶
助給付水準が相対的に高くとも行政当局による貧困者の捕捉能力が低く，給
付資格が厳しければ社会扶助の貧困緩和効果は弱められる。また，社会扶助
とはほかの要因が貧困を緩和している場合がある。既に述べたように，社会
保険の充実が貧困緩和に大きな役割を果たしているのがドイツ，ベルギーで
ある。また，図11に示されているチェコの貧困リスクの小ささを	
	
は，同国における第一次所得（再分配以前の所得）の相対
的に平等な分配に求めている（	
			２００８：２２９）。さ
らに，世界銀行の刊行物はハンガリーに関して，同国の多彩な（選抜給付でな
い普遍的給付も含め）家族・児童給付について詳述しているが（	

２００７：４７―４９），筆者（堀林）はこれらの家族・児童給付が同国においては社会
扶助給付水準の低さを補完していると考えている。他方で，多くの種類の家
族・児童給付の存在は公的育児サービスの減少と相まって，女性の職場復帰
までの期間を長くし，また再就職を困難にしていること，そしてそれが同国
の低い就業率の要因の一つとなっていることにも注意が必要であると考えて
いる（同国のジェンダーをめぐる問題については，堀林２００１，を参照されたい）。
ポーランドの社会扶助給付水準が他の新加盟国に比して高いにもかか
わらず，同国の貧困率が高い原因のひとつは社会扶助給付が「真にそれを必要
とする人々」に行き渡っていない点にあると思われる。これは社会扶助行政と
も関連している。概して言えば，新加盟国の社会扶助行政は分権的である（こ
の点でスペイン，オーストリア型であるといえる）。分権化は，社会扶助の必
要を現場に近い所で捉える点で望ましいといえるが，適切な財源保障がない
と給付の地域格差を生むリスクを伴う。この問題が顕在化している典型例が
ラトヴィアである。ラトヴィアでは社会扶助財源・行政の双方が地方政府に
委ねられているところから，社会扶助給付総額の４０％が最も富裕な首都リガ
で支出されるという事態が生じた。他方で，貧しい地方の貧困者に社会扶助
が給付されていない（２００４年。	
２００７：３１）。ポーランドにおいては，
社会扶助行政当局が「給付を真に必要とする人」を充分捕捉できていないとい
う問題があり（：２６），そのことも同国の高い貧困率の「一つの要因」となっ
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ているといえよう（但し，社会扶助はあくまで貧困者に対するセーフティネッ
トであり，高い失業率や大きな地域格差などが，同国の高い貧困率の要因と
してより重要であると思われる）。
前述したように，新加盟国において「ワーキング・プア」が就業者に占め
る比重が高いこと（９％，前述），そこから生じる就労意欲低下を緩和する政
策が新加盟国で実施されている。ワーキング・プア家計に対する税控除が
その一つである。スロヴァキアは２００２年にワーキング・プア家計の税控除も
含む「新社会政策」を導入した。「新社会政策」は全体としてアクティベーショ
ン（就業への動機づけ）を重視するものであり，それを通じて社会扶助支出抑
制をめざすものであった（前出の図９参照。２００２年以後向け支出の対
比低下）。このほか，スロヴァキアは（外資導入促進をめざす）法人税減額，
一律所得税率導入（累進制廃止）などを実施しているところから，同国のアン
グロサクソン型資本主義への傾斜（ネオリベラル・ターン）を指摘する見解も
ある（	
	２００７）。他のヴィシェグラード諸国（チェコ，ポーランド，
ハンガリー）に先んじてユーロ圏入りを果たす（２００９年）など，近年のスロヴァ
キアの動向は注目に値する。なお，エストニアにもワーキング・プアに対す
る税控除制度がある。
他方で，アクセス可能な職の賃金が低いため失業者（特に長期失業者）が就
労意欲を持たないという問題（即ち，失業保険・扶助受給者からワーキング・
プアへの移行は魅力ある選択ではない）に対処するために，（賃金に加えて）暫
定的に社会扶助を給付するという制度がハンガリーとスロヴァキアで導入さ
れている（		
：。就労給付）。これもアクティベーション政策
の一環である（以上のアクティベーションに関する叙述は，	
２００７：
３５―４２）。
筆者（堀林）は，アクティベーション（就業促進）政策自体を否定しないが，
社会扶助受給と就労とのリンクを過度に強調すると，権利としてのセーフ
ティネット（最後の頼り）という本来の社会扶助の理念が薄められ，「アクティ
ベーション」が「ワークフェア」に転化するのではないかという懸念を持って
いる。そして，筆者が懸念することが新加盟国を含む諸国において顕著に
なれば，それは「欧州社会モデル」の変質につながるであろうと考えている。
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前述したように，ハンガリー，チェコ，スロヴァキアの貧困・社会的排除
問題は，エスニック・マイノリティ（ロマ人）のそれと重複する部分が大きい。
スロヴァキアでは「欧州社会基金」（）を（ロマ人を含む）コミュニティの社
会プロジェクトに振り向けるなどの施策を通じて「社会的排除」問題に取り組
もうとしている（	
２００７：３３－４）。ハンガリーでも２００７年末に政府
が決定したロマ人の社会的統合プログラムには地域開発プログラムを含む５０
以上のプロジェクトが含まれている（柳原２００８：２０８）。
全体として，近年のハンガリーとスロヴァキアの政権は，社会扶助を含む
社会政策において		
に近い言説を取ってきたが，その実施面で
スロヴァキアが先んじ，そのことも同国がいち早くユーロ圏入りを果たす一
つの要因となったといえる。しかし，スロヴァキアの「成功」を「欧州社会モデ
ル」の視点からみて成功であるといえるかどうかは，また別の問題である。
５．小　　括
本稿の目的の一つは社会政策が新加盟国に及している影響の検討で
あった。既に，筆者はこれまでの研究において「社会的欧州（欧州社会モデル）」
建設の遅れが，現在のが抱える問題点の一つであると指摘してきた
（	
２００８，堀林２００６）。
２０００年のリスボン・サミットは，諸国が「より多くの，そしてより良い
雇用とより大きな社会的結束を伴う持続可能な世界で最も競争的でダイナ
ミックな知識基盤経済」になることを課題として掲げたが，実践上重視されて
きたのは「競争的」経済であった（「競争的欧州」）。「「社会的結束」，「多くのよ
り良き雇用」，「社会的統合」，「社会的包摂」（社会的排除の克服）など「社会的
欧州」建設は２義的課題と位置づけられ，あるいは競争力強化の手段として位
置づけられる傾向にあった。この点と関わって，社会政策の新加盟国への
影響という点で顕著なものの一つは「アクティベーション」アプローチであっ
たといえる。そのアプローチは旧加盟国だけでなく新加盟国の社会扶助の分
野にも浸透し始めている。筆者（堀林）は「アクティベーション」自身を否定し
ないが，それが「ワークフェア」に転化する可能性があるとの危惧を持ってい
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る。そして，「ワークフェア」は「欧州社会モデル」に馴染まないと考えている
（「権利としての労働」は人間の尊厳と緊密に結びついているが，「強制として
の労働」は人間の尊厳を傷つけるから）。
本稿のもう一つの目的は，新加盟国の社会扶助を含む社会保護と資本主
義の多様性との関連を明らかにすることであった。「純粋な新自由主義」（バル
ト諸国），「埋め込まれた新自由主義」（ヴィシェグラード諸国），「ネオ・コー
ポラティズム」（スロヴェニア）の３つの型を抽出したボーレグレシュコ
ヴィッチの見解（	
２００７）は，貧困率や社会保護のあり方と
関わらせた場合，バルト諸国とスロヴェニアに対する形容としては適切であ
るといえるが，ヴィッシェグラード諸国を一つのタイプに括るのは困難であ
るというのが本稿における検討結果であるといえよう。チェコの「新自由主義
の社会的埋め込み」は，他のヴィシェグラード諸国よりも強い。それを戦前か
らの「社会民主主義的伝統」と関連させることも可能であろう。他方で，ポー
ランドの社会的「埋め込み」は弱く（高い貧困率），ハンガリーでの社会的「埋め
込み」は不安定である（「新自由主義」と「社会」の対抗激化）。スロヴァキアは
「新自由主義」の性格を強めている。バルト諸国とスロヴェニアが（社会扶助を
含む）社会保護水準において両極にあることは確かであるが，ボーレグレ
シュコヴィッチがその中間にあると位置づけているヴィシェグラード諸国の
間には社会保護水準・システムにおいて相違がある。ポスト共産主義諸国の
資本主義の多様性論はより綿密な分析を必要としている。
なお，本稿で触れたようにの「構造（地域）政策」の充実（あるいは構造政
策と社会政策の統合）なくして新加盟国の国民国家レベルでの貧困克服は困
難である。拡大域内の大きな格差は「底に向けた競争」（ソーシャル・ダン
ピング）を通じて旧加盟国国民の拡大に対する反発と，新加盟国国民の反
感情強化をもたらしてきた。国際金融危機と世界不況のなかで，「市場化
的趨勢」から「制度化的趨勢」の時代への移行が開始されているように思われ
る（「市場化的趨勢」と「制度化的趨勢」については山田２００７）。それが，「ナショ
ナリズム」に基づく「制度化」となるのか，諸国民連帯強化に向けた制度化とな
るのか。世界で問われている選択は諸国民にも問われているといえよう。
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